
Ⅱ　平成３１年度国保事業費納付金等算定

　１．概算額の試算結果

　（１） 国保事業費納付金の試算結果

（激変緩和前） (単位:千円)

　　　 　　 試算結果
 区分

Ｈ30年度納付金
Ｈ31年度納付金
（概算額）

前年度対比

医療分 1,264,781 1,309,088 44,307

後期高齢者支援金分 364,822 357,039 ▲ 7,783

介護分 102,828 89,984 ▲ 12,844

合　計 1,732,431 1,756,111 23,680

激変緩和 ▲ 48,866 ▲ 53,995 ▲ 5,129

（激変緩和後） (単位:千円)

 　　　　 　試算結果
 区分

Ｈ30年度納付金
Ｈ31年度納付金
（概算額）

前年度対比

医療分 1,264,781 1,309,088 44,307

後期高齢者支援金分 316,603 303,044 ▲ 13,559

介護分 102,181 89,984 ▲ 12,197

合　計 1,683,565 1,702,116 18,551

　（２） 納付金の納付に必要な保険料総額の試算結果

(単位:千円)

　　　　 　 試算結果
 区分

Ｈ30年度
保険料総額

Ｈ31年度
保険料総額

前年度対比

医療分 996,924 1,059,674 62,750

後期高齢者支援金分 277,614 269,211 ▲ 8,403

介護分 85,390 77,544 ▲ 7,846

合　計 1,359,928 1,406,429 46,501

　北海道は平成31年度国保事業費納付金等の算定をするにあたり、平成30年度の算定条件から保
険給付費・被保険者数等の推計方法を見直しするとともに、平成30年10月に国から示された概算
予算の編成等に利用する係数等により、概算納付金の試算を平成30年11月に実施しました。
　※納付金は、北海道が1月に行う本算定で確定します。

（※１）激変緩和：納付金制度の導入により、本来集めるべき一人当たりの保険料（税）が平成28年度と比べて一定
の基準を超えて上昇する市町村に対して、超過分について北海道が財源補填し納付金を減額する措置（平成30年度は
2％超分、平成31年度は4％超分）。

　納付金の納付に必要な平成31年度保険料総額は、「約14億600万円」と試算されました。
  被保険者の高齢化進展等による一人当たりの保険給付費の増加、激変緩和（※1）策の対象基準
の変更が影響し、納付金の納付に必要な保険料総額は前年度に比べ「約4,700万円」増加となっ
ています。

　石狩市が北海道へ納付する激変緩和（※1）後の平成31年度国保事業費納付金概算額は、一般被
保険者分として「約17億200万円」と試算されました。
　被保険者の高齢化の進展等による一人当たりの保険給付費が増加したことが影響し、国保事業
費納付金は前年度に比べ「約1,900万円」増加となっています。
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　（３） 国保事業費納付金の納付に必要な保険料総額と不足見込額

円

円
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　２．保険税率の試算

　（１） 保険料率試算に用いた諸条件

　（２） 保険税率の状況

所得割 8.33 ％ 8.70 ％ 8.86 ％ 0.53 ％

均等割 21,100 円 23,534 円 24,617 円 3,517 円

平等割 30,800 円 34,173 円 35,671 円 4,871 円

所得割 2.16 ％ 2.10 ％ 2.16 ％ 0.00 ％

均等割 5,900 円 6,117 円 6,213 円 313 円

平等割 8,300 円 8,562 円 8,678 円 378 円

所得割 2.03 ％ 1.70 ％ 2.03 ％ 0.00 ％

均等割 7,300 円 6,978 円 7,300 円 0 円

平等割 6,900 円 6,597 円 6,900 円 0 円

市の推計値を使用　13,243人

4

石狩市の
現行税率

Ｈ31年度
標準保険料率

市の推計値を使用　 2,894世帯

市の推計値を使用   3,400人

介護分

　　　　　  　　　試算結果
　区分

2

市の推計値を使用　 8,297世帯

介護被保険者数
（退職被保険者含む）

後期高齢者
支援金分

Ｈ31年度
市試算保険税率

3

介護被保険者世帯数
（退職世帯含む）

一般被保険者世帯数

試算による必要保険料総額

不足見込額

　平成31年度国保事業費納付金等の試算結果から「被保険者数及び世帯数」について、北海道が
算定に使用した数値と市があらかじめ想定していた数値に相違が生じています。
　北海道の推計値は、直近2ケ年の実績等から推計していますが、本市が想定する推計値は、直
近3ケ年の実績等から推計しています。
  本市の平成30年10月末現在の被保険者数は13,813人で、うち74歳の一般被保険者数は662人と
なっています。仮に、この74歳の被保険者全員が平成31年度10月末までの期間に75歳となり、後
期高齢者医療に移行した場合、他の増減の要因を考慮しないで単純計算すると、平成31年度10月
末時点での被保険者数は13,151人となり、北海道の推計値と市の推計値を見比べると市の推計値
の方に近いことがわかります。
　このため、「被保険者数及び世帯数」の算定条件については、より実態に即した「市の推計
値」を諸条件として使用することとし、国保事業費納付金の納付に必要な保険料総額を賄うこと
ができる保険税率を市において試算しました。
　なお、保険税率の試算にあたっては北海道から示された標準保険料率を参考としています。

市の試算税率と
現行税率の差

1 一般被保険者数

　試算の結果、納付金の納付に必要な保険料総額は「約14億600万円」、本市の現行税率で収納
可能な保険料総額は「約12億9,600万円」と推計していますので、「約1億1,100万円」の不足が
見込まれます。

▲ 110,541,509

1,406,429,416

1,295,887,907現行税率による収納可能な保険料総額見込み

医療分

北海道の推計値　　 3,582人

北海道の推計値　　 8,111世帯

北海道の推計値　　 3,015世帯

北海道の推計値　　13,673人
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　３．現行税率及び市試算保険料率によるモデルケースの試算

税率 8.33 % 21,100 円 30,800 円 円
試算 208,250 円 84,400 円 30,800 円 323,450 円
税率 2.16 % 5,900 円 8,300 円 円
試算 54,000 円 23,600 円 8,300 円 85,900 円
税率 2.03 % 7,300 円 6,900 円 円
試算 50,750 円 14,600 円 6,900 円 72,250 円
税率 8.86 % 24,617 円 35,671 円 円
試算 221,500 円 98,468 円 35,671 円 355,639 円
税率 2.16 % 6,213 円 8,678 円 円
試算 54,000 円 24,852 円 8,678 円 87,530 円
税率 2.03 % 7,300 円 6,900 円 円
試算 50,750 円 14,600 円 6,900 円 72,250 円

33,800 円

税率 8.33 % 21,100 円 30,800 円 2 割 円
試算 124,950 円 84,400 円 30,800 円 23,040 円 217,110 円
税率 2.16 % 5,900 円 8,300 円 2 割 円
試算 32,400 円 23,600 円 8,300 円 6,380 円 57,920 円
税率 2.03 % 7,300 円 6,900 円 2 割 円
試算 30,450 円 14,600 円 6,900 円 4,300 円 47,650 円
税率 8.86 % 24,617 円 35,671 円 2 割 円
試算 132,900 円 98,468 円 35,671 円 26,828 円 240,211 円
税率 2.16 % 6,213 円 8,678 円 2 割 円
試算 32,400 円 24,852 円 8,678 円 6,706 円 59,224 円
税率 2.03 % 7,300 円 6,900 円 2 割 円
試算 30,450 円 14,600 円 6,900 円 4,300 円 47,650 円

24,400 円

税率 8.33 % 21,100 円 30,800 円 5 割 円
試算 41,650 円 42,200 円 30,800 円 36,500 円 78,150 円
税率 2.16 % 5,900 円 8,300 円 5 割 円
試算 10,800 円 11,800 円 8,300 円 10,050 円 20,850 円
税率
試算
税率 8.86 % 24,617 円 35,671 円 5 割 円
試算 44,300 円 49,234 円 35,671 円 42,452 円 86,753 円
税率 2.16 % 6,213 円 8,678 円 5 割 円
試算 10,800 円 12,426 円 8,678 円 10,552 円 21,352 円
税率
試算

9,100 円

【モデルケース１】
　夫婦２人（40代）・子ども2人の４人世帯
　課税所得250万円（給与収入に換算すると約421万円）

【モデルケース２】
　夫婦２人（40代）・子ども2人の４人世帯
　課税所得150万円（給与収入に換算すると約287万円）

所得割

※課税所得は総所得から基礎控除の33万円を控除した額

差額

試
算
税
率

医療分

108,100 円

後期高齢者
支援金分

介護分

小計軽減適用均等割 平等割

試
算
税
率

現
行
税
率

均等割

481,600

合計

医療分

後期高齢者
支援金分

介護分

平等割 軽減適用

医療分

後期高齢者
支援金分

介護分

347,000

差額

小計 合計所得割

現
行
税
率

医療分

322,600

後期高齢者
支援金分

介護分

【モデルケース３】
　夫婦２人（70代）２人世帯
　課税所得50万円（年金収入に換算すると約203万円）

円

後期高齢者
支援金分

介護分

均等割 平等割

医療分

所得割

試
算
税
率

合計

差額

小計

円

円

515,400 円

現
行
税
率

医療分

99,000 円

後期高齢者
支援金分

介護分

軽減適用

３



税率 8.33 % 21,100 円 30,800 円 7 割 円

試算 円 21,100 円 30,800 円 36,330 円 15,570 円

税率 2.16 % 5,900 円 8,300 円 7 割 円

試算 円 5,900 円 8,300 円 9,940 円 4,260 円

税率

試算

税率 8.86 % 24,617 円 35,671 円 7 割 円

試算 円 24,617 円 35,671 円 42,202 円 18,086 円

税率 2.16 % 6,213 円 8,678 円 7 割 円

試算 円 6,213 円 8,678 円 10,424 円 4,467 円

税率

試算

2,700 円

【各モデルケースの比較】

481,600 円 515,400 円 33,800 円 円 7.02 ％

322,600 円 347,000 円 24,400 円 円 7.56 ％

99,000 円 108,100 円 9,100 円 円 9.19 ％

19,800 円 22,500 円 2,700 円 円 13.64 ％

介護分

小計 合計

【モデルケース４】
　単身世帯（70代）
　課税所得０円（年金収入で153万円未満）

所得割 均等割 平等割 軽減適用

差額

差引

円

現
行
税
率

医療分

19,800 円

後期高齢者
支援金分

試
算
税
率

医療分

後期高齢者
支援金分

介護分
22,500

伸び率

モデルケース４ 270

3,380

2,440

現行税率

モデルケース２

910

モデルケース１

モデルケース３

試算税率

　 ４．国民健康保険税率の見直しの趣旨

　国民健康保険制度は、将来に向けて持続可能な制度とするため、本年度より北海道と市町村との共同

運営が開始されました。

　都道府県化後、北海道は財政運営の責任主体になり、市町村に保険給付にかかる費用を全額交付し

ます。対する市町村は北海道に国保事業費納付金を納めますが、その納付金の主な財源は被保険者から

の国民健康保険税になります。

  今般、国から示された仮係数に基づき、北海道が試算した本市の納付金の概算額は、被保険者の高齢

化の進展等により一人当たりの保険給付費が増加したことなどが影響し、現行の保険税率による保険税収

納額では約１億１，１００万円の不足が生じ、納付金を賄うことができない見込みとなりました。

　このため、北海道から示された標準保険料率を参考に保険税率の見直しが必要となっています。

　現行税率と市が試算した保険税率を用い各モデルケースにより試算を行った結果、平成31年度から
試算税率により課税した場合、7～13％程度の負担の増加が見込まれます。

納期１/10回あたりの支払増加額

４


